
【糸田町】新型コロナウイルス感染症対策対応地方創生臨時交付金活用事業実績一覧（令和5年度）　※Noは実施計画に基づいています。

Ａ

Ｄ
うち交付金充当
額（円）

1 健康福祉課

令和５年度糸田町電
力・ガス・食料品等価格
高騰重点支援給付金
【低所得者世帯給付
金】

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けた低所得の生活支援
②給付金
③R５年度分の住民税非課税世帯　対象見込2,100世帯×30,000円
　家計急変世帯　対象見込20世帯×30,000円
④令和5年度非課税世帯、家計急変世帯

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等
への支援

R5.6 R6.3 58,590,000 58,554,632 

給付対象者1,953人×30,000円＝58,590,000円給
付完了
コロナ禍における物価高騰の影響を受けた低所得
者の生活支援が図れた

2 健康福祉課

令和５年度糸田町電
力・ガス・食料品等価格
高騰重点支援給付金
(事務費）

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けた低所得の生活支援
②給付金に係る事務費
③事務費4,745千円
④令和5年度非課税世帯、家計急変世帯

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等
への支援

R5.6 R6.3 4,317,157 4,317,157 上記事業事務費

7 地域振興課
糸田町LPガス等価格
高騰対応給付金

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品等の価格高騰の影響により、町民
に与える経済的、精神的負担の影響に鑑み、臨時的な措置として、ＬＰガス
利用世帯に対して、物価・生活総合対策支援として一律の給付金を給付す
る。
②給付金の支給および事務経費
③給付金10,000円×3,000世帯＝30,000,000円、人件費（超過勤務手当＋会
計年度職員任用費）3,000,000円、消耗品費10,000円、通信運搬費2,000,000
円、口座振替手数料350,000円、委託料（システム改修・通知書封入）
1,300,000円
NO7とNO8は同事業であり、事業費総額36,660,000円のうち、重点交付金か
ら36,603,000円を充当。

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等
への支援

R5.8 R6.3 35,643,929 29,640,894 

給付対象者2,875人×10,000円＝28,750,000円給
付完了
コロナ禍におけるエネルギー・食料品等の価格高
騰の影響による、ＬＰガス利用世帯に対して、物
価・生活総合対策支援が図れた。

8 地域振興課

糸田町LPガス等価格
高騰対応給付金（令和
5年1月～3月補助裏
分）

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品等の価格高騰の影響により、町民
に与える経済的、精神的負担の影響に鑑み、臨時的な措置として、ＬＰガス
利用世帯に対して、物価・生活総合対策支援として一律の給付金を給付す
る。
②給付金の支給および事務経費
③給付金10,000円×3,000世帯＝30,000,000円、人件費（超過勤務手当＋会
計年度職員任用費）3,000,000円、消耗品費10,000円、通信運搬費2,000,000
円、口座振替手数料350,000円、委託料（システム改修・通知書封入）
1,300,000円
NO7とNO8は同事業であり、事業費総額36,660,000円のうち、令和5年1月～
3月補助裏分から57,000円を充当。

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等
への支援

R5.8 R6.3 57,000 57,000 上記と同事業

9 子育て支援課
子育て家族応援給付
金事業

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品等の価格高騰の影響により困窮す
る子育て世帯を支援するため、18歳以下の児童がいる世帯に対して、一律
の給付金を給付する。
②給付金の支給および事務経費
③給付金10,000円×1,400人（世帯数720世帯）＝14,000,000円
　 通信運搬費720世帯×73円＝52,560円
                  100世帯×84円＝8,400円
                  80世帯×104円＝8,320円（料金受取払代）
   口座振替手数料720世帯×110円＝79,200円
   委託料800,000円×1.10＝880,000円（システム改修費）
　 需用費50,000円
④18歳以下の児童がいる子育て世帯

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等
への支援

R5.12 R6.3 14,201,193 11,809,474 

給付対象者1,327人×10,000円＝13,270,000円給
付完了
コロナ禍におけるエネルギー・食料品等の価格高
騰の影響により困窮する子育て世帯の支援が図
れた。

事業
終期

効果検証
総事業費（円）

Ｎｏ 担当課
交付対象事業名
（実施計画上）

事業の概要（当初計画）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係
事業
始期


